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１ 総 則

(1) 目 的

札幌市産業廃棄物処理施設設置等ガイドライン（以下「ガイドライン」と

いう ）は、事業者等が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「法」と。

いう ）に基づき産業廃棄物処理施設（以下「処理施設」という ）を設置。 。

し 維持管理を行う際に 法に規定されている基準以外に配慮すべき基準 以、 、 （

下「配慮基準」という 、及び配慮した結果の評価方法を定めることによ。）

り、本市の環境を将来にわたって保全し、現在及び将来の市民の健康で安全

な生活を確保するとともに、必要な処理施設の円滑な設置を促進し、産業廃

棄物の市域内処理の推進に寄与することを目的とする。

(2) 対象処理施設

ガイドラインの対象施設は、原則として設置にあたって法に基づく許可を

要する処理施設とする。

ただし、国又は地方公共団体が設置する処理施設については、このガイド

ラインは原則として適用しないものとする。

(3) 対象外処理施設の取り扱い

国又は地方公共団体が設置する処理施設を除く対象外処理施設の設置に当

たっては、原則としてガイドラインを準用するものとする。

なお、市が、札幌市廃棄物処理施設等評価委員会（以下「評価委員会」と

いう ）での評価が必要と認める処理施設、配慮基準への対応内容のうち評。

価委員会での評価が必要と認める対応内容については、評価委員会に諮るも

のとする。
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２ 処理施設設置の基本方針

(1) 市域内処理の基本的考え方

産業廃棄物は、第一に発生抑制が重要であるが、発生した廃棄物について

は、リサイクル、適正処理が求められる。

この処理区域については、法では広域処理を原則としているが、本市は、

都市としての道義的、社会的責務の観点から、市域内処理を基本とする。

ただし、特別管理産業廃棄物のような処理が困難で少量しか排出されない

廃棄物の安定的処理のためには、一定量の廃棄物量が必要なこと、また、廃

棄物処理業が地域経済の活性化を担っていることを勘案し、近郊市町村と連

携した広域処理にも配慮するものとする。

(2) 市内での処理施設設置の基本方針

市域内処理を推進するためには、適正な処理能力を市内に確保する必要が

あることから、市は、産業廃棄物の排出量や市内における既存の処理施設の

設置状況等を考慮の上、必要な処理施設については市内での円滑な設置を進

めるものとする。

ただし、処理施設の設置にあたっては、市民の生活環境への影響や設置地

区周辺の環境への影響等が懸念されることから、法に規定されている基準等

を満足していることに加え、本市独自の配慮基準を設定し、設置の計画等に

配慮基準への対応内容を盛り込み、評価委員会による評価を受けて、その評

価結果を重視し設置を進めるものとする。

(3) 市の責務

ア 処理施設設置に係る指導

市は、処理施設を設置しようとする事業者等に対し、法の遵守を厳正に

指導することに加え、配慮基準への対応内容等についての評価委員会の評

価結果を重視し、必要があると認める場合には、処理施設設置計画の変更

を指導するものとする。

イ 市事業の率先実行

本市の工事等発注部局は、工事等で発生する産業廃棄物の発生抑制・リ

サイクルの推進に努めるとともに、産業廃棄物の処理にあたっては、市内

、 。に処理能力がある場合は 市域内での処理に率先して取り組むものとする

(4) 事業者等の責務

事業者等は、処理施設を設置しようとする場合には、関係法令の遵守及び

ガイドラインへの適切な対応、並びに関係行政機関の指導を遵守するものと

する。
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３ 処理施設の設置等に関する配慮基準

(1) 立地場所に関する配慮基準

ア 河川・地下水

① 排水を生ずる処理施設（最終処分場を含む 、特別管理産業廃棄物の）

処理施設を設置する場合

a) 設置場所に水道水源区域（原水の取水地点に限定せず、取水に影響

を及ぼす範囲を含む区域）を含んでいないこと。

b) 処理施設による周辺地下水及び河川等への影響のおそれがある場合

には、防止策を講ずること。

特に、処理施設設置場所の敷地境界から概ね500ｍ以内の使用中の

井戸、あるいは敷地境界から概ね１km以内に河川や農業用水路がある

場合には、処理施設の稼働後、影響がないことを定期的に点検・確認

すること。

② 前記①に示す処理施設以外の処理施設を設置する場合

処理施設による周辺地下水及び河川等への影響が無いことを確認して

いること。

、 、 。なお 影響のおそれがあると認められる場合には 前記①によること

イ 自然環境

処理施設設置場所及びその周辺の自然環境等に配慮すること。

ウ 地形・地質

① 処理施設設置場所が、施設の設置に適した安全な地形であること。

② 処理施設設置場所の地質断面及び地下水の水位・流向を確認している

こと。

③ 処理施設設置場所が軟弱な地層である場合、又は最終処分場等の大規

模な処理施設を設置する場合は、地質調査を行い、安全対策を講ずるこ

と。

エ 公益的施設

公益的施設（学校、医療施設、老人ホーム、保育所、幼稚園等）の敷地

境界から処理施設設置場所の敷地境界までの距離は、原則として屋内施設
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の場合は100m以上、屋外施設の場合は500m以上あること。

オ 住居地域対策

① 市街化区域については 「工業専用地域 「工業地域 「準工業地域、 」、 」、

のうち地区計画又は特別用途地区により住宅の建築が制限されている

地域」に立地すること。

② 市街化調整区域については、概ね２０戸以上の住宅が建ち並んでい

る既存集落区域及び市街化区域(上記①の地域を除く。)との境界から1

00m以上あること。

カ 本市の土地利用計画等との整合性

① 本市地域防災計画に基づく災害防止に関わる指定区域（がけ地、土石

流危険区域、液状化危険区域）を原則として含んでいないこと。

② 本市緑の基本計画に基づく保全緑地（風致地区、特別緑地保全地区、

保安林、環境緑地保護地区、学術自然保護地区、自然景観保護地区）を

原則として含んでいないこと。

③ 法律に基づく保護等区域（鳥獣の保護・狩猟の適正化に関する法律に

基づく鳥獣保護区、文化財保護法に基づく史跡・名勝・天然記念物等保

全地域、農業振興地域整備法に基づく農用地区域及び農地法に基づく農

地）を原則として含んでいないこと。

④ その他本市の具体的な土地利用計画に支障がないこと。

キ 処理施設の集中対策

他の処理施設の設置状況を勘案して、処理施設が集中的に設置されるこ

とを極力避けるよう配慮していること。

ク 搬入経路

処理施設設置場所への搬入道路として事業規模に応じた適切な幅員及び

構造（アスファルト舗装等）の道路が利用できること。



-5-

(2) 処理施設の安全性に対する配慮基準

ア 施設の構造

処理施設は豪雨、地震等の異常時に影響を最小限に抑えることができる

構造であること。

イ 周辺環境影響

① 騒音、振動、粉じん、悪臭等、環境に影響を及ぼす処理施設にあって

は、適切な対策を講ずること。

なお、市街化調整区域での設置にあたっては、敷地境界における騒音

が、騒音規制法に定める特定工場の第３種区域の基準を満たしているこ

と。

② 不測の事態による周辺環境への影響に備えるため、事故監視装置や監

視体制の整備、及び回復策について、具体的な方策を講ずること。

(3) 関係地域住民に対する配慮基準

ア 関係地域住民への説明

処理施設設置計画、維持管理計画の内容を以下に示す範囲・方法で、関

係地域住民等に説明し、意見を収集していること。

① 焼却施設、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設、最終処分場

処理施設設置場所の敷地境界から概ね500ｍ以内の居住者、敷地境界

から概ね1km以内に取水口を有する水利権者、処理施設設置場所の敷地

に隣接する土地の地権者、設置地区の属する町内会及び連合町内会に対

し説明会等により直接説明し、意見を収集していること。

② 焼却施設、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設、最終処分場

以外の処理施設

処理施設設置場所の敷地境界から概ね500ｍ以内の居住者、敷地境界

から概ね1km以内に取水口を有する水利権者、処理施設設置場所の敷地

に隣接する土地の地権者には、説明会等により直接説明し、設置地区の

属する町内会には、説明会又は事業計画書等の配布により説明し、意見

を収集していること。

イ 計画への住民意見の反映

① 住民説明の結果提示された意見の内、住民の生活環境保全上の不安を

払拭するために必要なものは、設置計画又は維持管理計画に反映させて
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いること。

② 提示された住民意見の内容及びその取り扱いについて、関係地域住民

に情報提供していること。

ウ 安全対策

① 住民の生活環境、周辺環境への影響が大きいと認められる項目につい

て、適切な頻度で継続して環境モニタリングを行うこと。

② 環境モニタリングの実施結果については、処理施設の稼働後１年間は

定期的に、その後は関係地域住民の要求に応じて、住民に情報提供する

こと。

③ 不測の事態を想定した対応策・回復策を維持管理計画に明記している

こと。

エ 景観

外部から廃棄物が見えないよう囲い、植栽をする等、景観に配慮するこ

と。なお、市街化調整区域については、原則として適切な規模で樹木の植

栽を行うこと。

オ 搬入車両

① 搬入道路及び敷地内において、搬入車両による騒音、振動、粉じん等

が周辺地域（特に住居地域）に影響を及ぼさないよう必要な対策を講ず

ること。

② 搬入車両が学校、幼稚園、保育園等の公益的施設の近傍を通行する場

合には、通学・通園時間帯は別の運行経路とすること。

カ 最終処分場の場合の跡地利用

最終処分場を設置する場合は、跡地利用方法が設置計画に明記されてい

ること。

(4) 再資源化に関する配慮基準

ア 再資源化

再資源化が可能なものは、原則として処理施設における再資源化率等の

目標値を定め、その取組を行うこと。
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４ 処理施設の設置等に関する市の協力事項

(1) 市内での設置の妥当性を判断する基準

市域内処理を推進する観点から、以下に示す項目に基づき、市内での設置

の妥当性について、評価委員会が判断する。

ア に示す配慮基準への対応の妥当性３

イ 対象となる産業廃棄物の排出量・市内及び近郊市町村の既存施設の処理

能力・立地場所の現況及び将来見込み

ウ その他評価委員会から求められた事項

(2) 市が協力する対象処理施設

評価委員会が市内に設置することが妥当であると評価した処理施設で、市

が協力することが妥当であると認める処理施設を対象とする。

(3) 市の協力事項

ア 環境モニタリングの実施

関係地域住民の生活環境を保全するため、必要があると認める場合は、

処理施設の種類・能力に応じ、必要な範囲において環境モニタリングを市

が行うものとする。

イ 関係地域住民への情報提供

処理施設の設置等の計画に関する審査状況・評価状況等について、必要

な範囲において、関係地域住民に市が情報提供を行うものとする。

ウ 市街化調整区域内の処理施設設置

により認められた施設に限り、市街化調整区域において、札幌市産（2）

業廃棄物処理施設設置等指導要綱に定める廃棄物の保管場所、処理作業場

所、従業員休憩室等の必要最低限の建築物の設置を認めるものとする。

エ 関係自治体との調整

処理施設設置場所が周辺の自治体と近接している場合、市は当該自治体

に情報を提供し、調整を行うものとする。

オ その他必要事項

その他、処理施設の円滑な設置のために市が必要と認める事項について

協力を行うものとする。
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５ 札幌市産業廃棄物処理施設設置等評価委員会

(1) 評価委員会の役割

評価委員会は、処理施設の設置等の計画に対し、法の基準及びガイドライ

ンに示した配慮基準への対応内容、並びに当該処理施設の市内での設置にお

ける妥当性について、協議・評価するものとする。

(2) 評価委員会の委員構成

評価委員会は、学識経験者、事業者、市民、行政をもって組織する。

なお、当事者は委員になることはできないが必要に応じて意見を聴くこと

ができるものとする。

(3) 評価委員会の設置・運営等

評価委員会の設置及び運営等に関する具体的な事項は別に定めるものとす

る。

６ ガイドラインの運用等

(1) ガイドラインの運用、処理施設設置等の手続き等

ガイドラインの運用、また、ガイドラインの内容を含めた処理施設の設置

等における必要な手続きについては札幌市産業廃棄物処理施設設置等指導要

綱に示すものとする。

(2) ガイドラインの見直し

、 、 、ガイドラインは 必要に応じ見直しをするものとし 見直しにあたっては

評価委員会の意見を聴いて行うものとする。
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【所管】
札幌市環境局環境事業部事業廃棄物課
TEL 211-2927 FAX 218-5105


